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2022年 3月 28日 

プレスリリース 
「ボランティアの参加が減少し、施設運営に支障」、「このままではじり貧になっていく」 

コロナ禍における「NPO の経営見通し」を調査 
 

2022年 3月 28日：柏木 宏（法政大学大学院教授、NPO論）らは、FBグループ「新型

コロナウイルスとNPO」（開設日：2020年4月 12日、メンバー：628名、管理者：柏木 宏）

などを利用したインターネット調査を実施し、その結果概要を公表しました。 

 

【調査の概要】 

1. 調査対象    NPO法人をはじめとする社会的企業なども含めた広義のNPO 

2. 調査期間    2021年 10月 18日（月）～11月 15日（月） 

3. 調査方法    Googleフォームを用いたインターネット調査 （メールや SNSなど 

による調査への協力依頼） 

4. 有効回答    190団体 *総回答数から、重複回答の認められた 1件を除いている 

5. 調査者      柏木 宏 （法政大学大学院 教授） 

古山 陽一 （国際医療福祉大学 専任講師） 

 

【結果の要旨】 

コロナ禍以前の 2019年度決算時と比較して、2020年度では 4割を超える NPOの収益が

減少。そこから、さらに 2021年度の決算見通しにおいては、2020年度と比較して、3割を超え

る NPOの収益が減少する見通しであるなど、コロナ禍における NPOが経営に苦慮している実態

が明らかとなった。 

2022年度以降の経営見通しについては、「縮小の見通し」、「解散の可能性あり」と回答した

NPOが合わせて 2割を超えた。「ボランティアの参加が減少し、施設運営に支障」、「このままで

はじり貧になっていく」―などの声が寄せられている。 
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2022年 3月 28日 

【調査チームのコメント】 

柏木 宏*/古山 陽一**：一般に、NPO が活動の対象としているのは、高齢者、子どもな

どの社会的に弱い立場にある人々だ。NPO の経営が行き詰まれば、その先に見える

情景はこうした人々の生活のさらなる困窮である。コロナ禍によって活動停止を余儀な

くされているのは、飲食店ばかりではない。NPO への活動支援についても、早急な手

立てが必要だ。 

 

* かしわぎ ひろし。法政大学大学院公共政策研究科連帯社会インスティテュート運営委員長・教授。専門は、

NPO論。1985年にカリフォルニアで、JPRNの結成に参加。2003年まで、理事長兼事務局長を務め、日米の

NPOセクターの人材育成、アメリカの NPOの調査研究、日米の市民運動の連携などの事業に携わる。その後、

大阪市立大学大学院創造都市研究科都市共生社会研究分野教授・研究科長を経て、2017年より現職。 

『ボランティア活動を考える』（岩波書店）など、著書多数。近著に、『コロナ禍における日米の NPO：増大するニー

ズと悪化する経営へのチャレンジ』（明石書店）。 

 

** ふるやま よういち。国際医療福祉大学成田看護学部専任講師。専門は、看護学。2012年から男性のケア参

画を支援する NPOを主宰。各地にて講演やワークショップなどを行っている。第 4回澤柳政太郎記念東北大学男

女共同参画奨励賞受賞。共著書に、『コロナ禍における日米の NPO：増大するニーズと悪化する経営へのチャレ

ンジ』（明石書店）。 

 

 

【本調査に関する結果概要】 

下記 URLの「柏木宏 研究室（法政大学大学院連帯社会インスティテュート）ホームページ」

からご覧いただけます。 

https://ikujishien.wixsite.com/npo-kashiwagi/research 

 

【本件に関する問い合せ先】 

柏木 宏 （080-1457-4699） / 古山 陽一 （080-1492-4635） 

 

https://ikujishien.wixsite.com/npo-kashiwagi/research
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2022年 3月 28日 

◉調査結果の一部抜粋 

Q：あなたの団体の 2020年度（昨年度）の決算における収益の合計は、2019年度（コロナ禍

以前の平常時）と比較し、以下のうちどの程度変化しましたか。［190件の回答］ 

 

Q：あなたの団体の 2021年度（今年度）の決算における収益の合計は、2020年度（昨年度）

と比較し、以下のうちどの程度の変化を見通していますか。［189件の回答］ 

 

Q：あなたの団体の 2022年度（次年度）以降の経営の見通しは、以下のうちどれですか。

［188件の回答］ 

 

3割以上の減少, 

18%

3割未満の減少, 

25%
特に変化は無かった, 

36%

3割未満の増加, 

12%

3割以上の増加, 

3割以上の減少見通し

11%

3割未満の減少見通し

25%特に変化は無い見通し

44%

3割未満の増加見通し

12%

3割以上の増加見通し

8%

縮小の見通し

18%

解散の可能性あり

3%

現状維持の見通し

65%

拡大の見通し

14%
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2022年 3月 28日 

◉回答団体に関する情報 

 

組織形態 

組織形態 回答数 比率（%） 

NPO法人 132 69.5 

一般社団法人 15 7.9 

一般財団法人 5 2.6 

社会福祉法人 3 1.6 

株式会社 1 0.5 

任意団体 26 13.7 

その他 8 4.2 

計 190 100.0 

 

 

設立年度 

設立年度 回答数 比率（%） 

1999年度以前 61 32.1 

2000～04年度 39 20.5 

2005～09年度 29 15.3 

2010～14年度 29 15.3 

2015～2019年度 32 16.8 

計 190 100.0 

 

 

2019年度（コロナ禍以前の平常時）決算の規模 

決算規模 回答数 比率（%） 

100万円未満 53 27.9 

100～500万円未満 28 14.7 

500～1000万円未満 27 14.2 

1000～3000万円未満 21 11.1 

3000万～1億円未満 33 17.4 

1億円以上 28 14.7 

計 190 100.0 

 

以上 


